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[事実の概要
]

　株主相互金融会社といわれるもののうちにも、種々の方式のものがあるが、本件のＳ金融株式会社のものも、その典型的なものの一つである。原審の確定した事実によれば、Ｓ会社のとっていた事業方式は、次のようなものであった。（１）会社は増資によって自己の株式を発行する。（２）増資新株は一括して或る株主（主として会社の社長）が一手にこれを引受け、さらにこれをひろく大衆に譲渡する。（３）株式の譲受希望者には、原則として前記の株主が自己の持株を日賦または月賦で譲渡するが、その際、会社は譲受希望者との間に立って譲受を斡旋する。（４）この場合、株式を譲渡した者が譲受人から直接日賦または月賦で株式代金の支払を受けることの煩を避けるため、ひとまず、譲渡人に対しては会社が株式の代金の全額を立替払し、譲受人は立替人たる会社に対し日賦または月賦で代金を弁済する仕組となっている。（５）株式の譲渡を受けた者は、その代金を完済したときは、会社から額面金額の３倍の融資を受けることができる。（６）株式を譲り受け、かつその代金を完済した後も（５）の融資を受けない者に対しては、会社は、株主優待金名義で、一定率の金銭を支払う。なお、優待金を支払うについては、株主総会の決議を経ることはしない。（そのほか、株主相互金融方式では、資金の回収を希望する者には、普通、会社が株式譲渡の斡旋をすることになっているようであり、なかには、会社が額面額で引き取る旨を約しているものもあるとのことであるが、本件では、これらの事実は確定されていない。）

ところで、会社側は、右（６）の株主優待金は、所得税法９条１項２号にいう「法人から受ける利益配当」に当らないから、配当所得につき源泉徴収義務を定めた同法３７条も適用がないとし、源泉徴収をしていなかった。ところが、所轄税務署は、優待金は利益配当に当るとの見解の下に、源泉徴収所得税額と源泉徴収加算税額とを決定し、会社に通知したので、会社側は再調査の請求をしたが、これも棄却され、さらに国税局長に審査請求をしたが、同じく棄却決定を受けた。本件訴訟は、国税局長を被告として提起された、右棄却決定の取消訴訟である。第１、２審とも、国税局長の側が敗訴し、最高裁に上告となったが、最高裁でも、去る１０月７日に上告棄却の判決を言い渡した。この最高裁の判例は、当該の問題につき税務行政上重大な影響を与えるものであるのみならず、税法に対する解釈態度についての示唆を含むものとして、税法に関する数少ない最高裁判例のうちでも、注目かつ重視されるべきものの一つであろう。

　会社側の主張は、おおよそ、次のようなものである。利益配当の意義について、所得税法がとくに商法の利益配当と異なる観念をとっているものと認むべき特別の規定はないのみならず、租税法律主義の原則からいっても、むやみに税法の概念を類推解釈乃至拡張解釈することは慎まるべきものであるから、所得税法上の利益配当とは、株式会社に関するかぎり、商法２９０条１項の規定する配当、すなわち、株式会社が決算期において損益勘定の上、純利と認定された額のうちから法定準備金等を控除した残額を株主総会の決議を経て株主に対し支払う金額を指すものと解すべきである。ところが、本件の優待金は、損益計算に基き支払われるものではなく、総会の決議も欠き、株主平等の原則にも反するものであるから、商法上の配当すなわち所得税法上の配当の観念にはあてはまらない、というのが会社側の主張である。

　国税局長の主張の要領は、次のとおりである。税法上の利益配当の概念は、税法固有の見地から合目的的に構成さるべきものであり、この見地からすれば、税法上の利益配当とは、商法上、適法・適式になわれた配当にかぎらず、実質的意義、すなわち、会社の株主が株主たる地位において出資に対する対価として会社資産の交付を受ける場合のうち、減資による資本の払戻し及び残余財産の分配の場合を除くすべての場合を指すものと解すべきである。そして、商法自体が、すでに、かような実質的意義の配当の観念を予定していることは明らかであるから、会社側のいうように、税法上の配当は商法の規定に従って適法・適式になされる配当にかぎるとするのは正当でない。これが国税局長側の主張の概要である。

　原審では、会社側の主張がほぼ認められ、憲法を頂点とする同一法体系の下では、同一用語は、格別の理由がないかぎり、同一意味に解するのが原則であり、所得税法中に特別の規定もなく、また同じ用語を商法と異なった意義に解さねばならない合理的理由もないから、所得税法上の利益配当の意義も、株式会社に関するかぎり商法２９０条１項の規定する配当をさすべきものと解すべきである、との理由で、会社側を勝訴させた。

 [判旨]
　最高裁では、原審とはいくらか違った理由で、やはり、国税局長の上告を棄却した。その判断は、次のとおりである。

　「商法は、取引社会における利益配当の観念（すなわち、損益計算上の利益を株金額の出資に対し株主に支払う金額）を前提として、この配当が適当に行なわれるよう各種の法的規制を施しているものと解すべきである（たとえば、いわゆる蛸配当の禁止《商法２９０条》、株主平等の原則に反する配当の禁止《同法２９３条》等）。そして、所得税法中には、利益配当の概念として、とくに、商法の前提とする、取引社会における利益配当の観念と異なる観念を採用しているものと認むべき規定はないので、所得税法もまた、利益配当の概念として、商法の前提とする利益配当の観念と同一観念を採用しているものと解するのが相当である、従って、所得税法上の利益配当とは、必ずしも、商法の規定に従って適法になされたものにかぎらず、商法が規則の対象とし、商法の見地からは不適法とされる配当（たとえば蛸配当、株主平等の原則に反する配当等）の如きも、所得税法上の利益配当のうちに含まれるものと解すべきことは所論のとおりである。しかしながら、原審の確定する事実によれば、本件の株主優待金なるものは、損益計算上利益の有無にかかわらず支払われるものであり株金額の出資に対する利益金として支払われるものとのみは断定し難く、前記取引会社における利益配当と同一性質のものであるとはにわかに認め難いものである。されば、右優待金は、所得税法上の雑所得に当るかどうかはともかく、またその全部もしくは一部が法人所得の計算上益金と認められるかどうかの点はともかく、所得税法９条１項２号にいう利益配当には当らず、従って、会社は、これにつき、同法３７条に基づく源泉徴収の義務を負わないものと解すべきである。」

 [キーワード]

� 評釈においては、下記引用部分に先立ち、株主相互金融の歴史的背景についての一般的説明が加えられているが、割愛した。





